
　新型コロナウイルス禍で貸し出されたゼロゼロ融資の返済が本格化する
一方、多くの中小企業が人手不足、インフレ、円安、原材料高等による減
収減益に悩んでいます。

　とりわけ懸念される課題は「人手不足」でしょう。建設業や物流業では
人手不足倒産が急増しています。この傾向は今後も続く見通しで、「賃上
げに対応できない中小企業は淘汰される」という厳しい見方も浮上してい
ます。今後は、マイナス金利の解除による金利上昇が予想され、中小企業
の経営環境は従来とは異なるステージに入りつつあります。

　こうした環境変化を踏まえ、2023年9月、中小企業に必要な資金繰り、
銀行交渉、経営改善の３テーマを解説する『中小企業の「銀行交渉と資金
繰り」完全マニュアル』（小社刊）を出版しました。本増刊号は、同書籍
から特に重要と思われる内容を抜粋し、70のポイントに整理したものです。

　「ゼロゼロ融資の返済や、業績が悪い中での資金繰りをどうしたらいい
か？」「設備投資をしなければいけない時期に来ているが、どう判断すれ
ばいいか？」「銀行に対して、どういう説明を行なうのが効果的か？」な
どの悩みに対応できるよう、実践的な解説を心掛けました。

　本増刊号を新時代の企業の存続と発展に活用いただければ幸いです。

本書の内容は、2024年３月１日現在の関係法令等に基づいています。
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